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1．はじめに－非連続的変化のメカニズム解明

　本稿は，危機に陥った事業システムの革新過程

を事例分析する試論的探究である．その目的は，

非連続的変化にもとづく成長を産みだす企業家活

動のメカニズム解明にある．特に論ずべき問題の

所在を明確にするため，事例はあえて成長戦略の

策定が困難であると一般に考えられる企業を選択

する．それは中小ローカル民鉄会社である 1）．

　通常，このような企業は，①市場の成長率の低

い，先端的新産業とは言えない領域，むしろ「衰

退産業」と一般に考えられがちな領域にあるため

成長戦略を論じる対象とならない．また②規模的

にも経営資源的にも制約が大きく，戦略的意思決

定を論じるに適した対象となりにくい．実際にこ

のような二つの条件から，事例企業では，過去の

成功体験をなぞるような事業構想は不可能であり

つづけてきた．しかし，事例分析でみるように，

こうした環境下であっても，時代の流れを読みつ

つ，業界の通例や組織の論理に捉われない斬新な

発想をする企業家を得られたならば状況を逆転し

て行くような戦略展開が可能となるのである．逆

にいえば，このような深刻な危機に直面してきた

対象こそが，戦略，或は経営構想力の真価を問う

にふさわしい理論的問題を提起する対象とも考え

られるのである．

　以上のような課題設定のもと，資源ベース理論

（RBV）の枠組みを手掛かりとした上で事例の中

で焦点化するのは資源蓄積・利用メカニズムであ

る．特に資源の誘発・駆動メカニズム，つまり，

資源蓄積・利用と市場創造の相互作用的過程であ

り，そこでの触媒的媒介者としての企業家の役

割，言いかえれば「市場の見える手」の触媒メカ

ニズムである 2）．きわめて限られた既存資源，或

は未利用資源について，その利用過程をあみ出す

過程に着目し，特に固有の歴史の中で時間展開と

ともに蓄積されてきたものの固有性を競争優位性

の源泉とするような戦略的なリソース化の過程を

見て行く．そこを突破口とした成長戦略のストー

リー展開を議論する．戦略はストーリー性をもつ

メカニズムであるというのが本稿の立場なのであ

る 3）．

　また，アプローチの方法としては，問題発見に

重心をおくため，単一事例を複数の枠組みで解釈

し，その説明力を比較・検討しながら考察する 4）．

　まず 2 で，成長戦略の研究枠組みの再検討を

行った後，3 で事例を検討する．つづく 4 で考察

を行う．

　以上の結果，明らかとして行くのは，まず①逆

境を梃子とする中小企業の成長戦略の可能性と論

理の固有性であり，その飛躍へのレバレッジ・ポ

イントにおける「市場の見える手」たる企業家の

役割である．また②梃子をきかせる過程において

効果的なのは，市場の限界的領域において，それ

ら領域の活動を安易にビジネス化するのではな

く，むしろ市場化されない自律的領域の活動を意

図的に温存・誘発することである．このような支

援体制をビジネス化する事業構想力による間接的

戦略メカニズムこそが有効性をもつことである．

2．研究枠組みの再検討―資源蓄積・利用の相互

作用メカニズム

＜市場の見える手＞の触媒メカニズム 
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2. 1　資源･能力アプローチの再検討

　一般に戦略論は，外部環境に企業成長の源泉を

求めるアプローチから，経営資源の開発によって

企業の成長戦略を考察するアプローチにシフトし

てきた 5）．経済成長によって拡大する市場という

外部環境が競争優位性を産み出す源泉になるとい

う捉えかたから，組織内部の強みをベースとした

戦略構築を指向する方向への変化である．その背

景には，市場成長が鈍化し，企業間の技術格差が

縮小し，製品ライフサイクルが短縮化して行くな

かで競争上の優位性を持続させることが困難な状

況が進行して行ったことがあった．そのような状

況の中で有力視され，成長戦略研究の中心的なパ

ラ ダ イ ム と な っ て き た の が 資 源 ベ ー ス 理 論

（RBV）である．

　資源に着目するアプローチはペンローズやチャ

ンドラーの研究を嚆矢として 6），その後，統合的

な管理機構の下に統御される資源の集合体として

の企業という側面を中心に，資源ベース理論

（RBV）に受け継がれてきた７）．このアプローチ

は，基本認識として「個々の企業が持つ企業特殊

的な経営資源が，その企業が行う事業の経営成果

を規定する」という命題に基づき，3 つの前提を

持っている．

　まず①企業の競争上の優位性は，基本的に企業

の内部資源に属していると考えられており，希少

資源の所有者はレント（超過利潤）を獲得するこ

とができる．また②経営資源に着目するのは，そ

れが戦略の実行に基づき，長期的に蓄積されて行

くものであるために，同じ資源とスキルを獲得し

たり，同じ組織文化を作り出す企業はあり得ない

という点に求められる．そのために，③蓄積され

た経営資源が，その企業に特殊なものであればあ

るほど，競争企業の模倣が困難となるので，競争

上の優位性をもたらすことになる．

　これらの前提から，競争優位性の源泉として規

模が果たす役割は徹底的に相対化されているとい

うことがわかる．少なくともこの枠組みでは経営

資源の優劣や多寡については，企業規模の大小だ

けでは単純には論じられない．むしろ長期的な投

資と開発によって時間的展開とともに生み出され

る資源の独自性と，それが生み出す模倣困難性が

競争上生む効果を重視する見方が中心になってき

たのである．

2. 2　持続的競争優位性の源泉

　競争優位性をめぐる議論は，その後，持続性へ

と議論をシフトさせてきている．持続的な競争優

位性の源泉についてレントから考えておく．レン

トとは，経済活動の見返りとして受け取る収益で

経済活動に資源を引き寄せるために必要とされる

最低収入を越えた部分と考えられる．戦略論にお

いてレントは，①独占のレント，②リカード的レ

ント，③シュンペーター的レントとに区別されて

きた 8）．①が，産出をおさえることで発生するレ

ントであるのに対して，②は希少価値のある資源

を保有することから生まれるレントであり，土

地，立地上の優位，特許権，著作権，といった資

源を保有することから発生するレントである．③

は，革新者によって獲得され，イノベーションの

導入から成功して他に模倣され普及するまでの期

間に発生する短期的なレントである．RBV にお

いては，単純化すれば，持続的な競争優位をもた

らすのは，まずは，①レントを生み出す資源のユ

ニークさ・異質性であり，そして②その異質性を

持続させるための何らかのメカニズムなのであ

る 9）．

　これらの持続的な競争優位性をめぐる議論と共

振しながら出てきたのが，諸資源を調整・統合す

る上位概念である能力（competence, capability）

の役割に着目する「能力アプローチ」10）であり，

さらには，能力の源泉としての学習や知識の役割

に注目する．「知識アプローチ」11）である．

　これらの研究は，模倣の困難性・不確実性を確

立するために資するのは，特に経営資源の中でも

眼に見えない技術，スキル，経営ノウハウといっ

た「見えざる資産」（invisible assets）である．

それにはコード化できない，いわゆる「暗黙知」
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（tacit knowledge）が含まれている，RBV の発展

系とも考えられる．これらのアプローチにおいて

は，企業の競争優位性を生み出すためには，ただ

資源や能力の独自性を生み出すメカニズムさえあ

ればよいのであり，そこに，支配的な傾向をもつ

企業形態やビジネスモデルはないということにな

る．

2. 3　時間展開的な資源蓄積･利用メカニズムと

＜市場の見える手＞

　資源・能力アプローチの研究動向においては，

その嚆矢となるペンローズの古典的研究からうけ

ついでこなかった課題が 2 点ある．しかも，成

長戦略を事例分析する上で，これらの問題を避け

て通ることができず分析上のボトル・ネックと

なっている．

　まず第 1 点として企業成長を導き，時にはそ

れを律する経営資源の開発・駆動メカニズムにつ

いて十分な議論はなされてこなかった点である．

当初は，多角化が企業特殊的な経営資源を豊かに

することが述べられていたり，企業の事業活動の

歴史（経路依存性）や市場の競争圧力，外在する

技術環境，組織ルーチンによって企業特殊的な経

営資源が影響を受けるというような点が指摘され

てきた．しかし，そこでは経営資源を産み出すた

めの具体的なメカニズムは明らかにされず，それ

が特に時間的展開とともに進む，いわば状況に埋

め込まれた戦略展開であることが軽視されてき

た．それが RBV は自己循環的な論理展開である

という批判を受ける一番の元凶となってきた．

　RBV は自己循環的な論理展開であるという批

判に答え，経営資源を産み出すための具体的なメ

カニズムを明らかにして行こうとする時，これま

での資源・能力アプローチの研究は，環境適応を

強調した企業理論になっている点を，どう理論的

に突破して行くか，という課題が喫緊のものとし

て浮かび上がる．このため，近年では，内部経営

資源を重視する資源・能力理論と外部環境である

市場，或は業界構造との相互作用性に着目する研

究に中心がシフトしている 12）．

　第 2 に，ペンローズは，後の RBV 論者とは異

なり，事業機会を構想し，既存資源の新たな用役

を作り出す主体的な活動，企業家活動の役割を重

視している．そうであるにもかかわらず，第 1 点

の問題でも述べたように RBV では，これまで企

業は環境に適応し，環境変化に対応するために資

源の開発を行うという図式が強調されすぎてきた

傾向が否めない．

　また，資源を用役へと転換する資源の使い方に

ついての人間や組織の能力は，RBV では，主と

して経路依存性や，ルーチンに還元されてしま

う．資源の位置づけと構成・開発・利用にかかわ

る企業家について，経営資源を重視しているはず

の RBV においてはほとんど論じられてこなかっ

たのである．そこで後景においやられ捨象されて

きたのは，経営資源の潜在的用役の多様性と，そ

れが人間の知識や信念によって生成されるという

企業家的側面，革新の側面と言えるであろう．

　さらに言えば，企業家が時間展開にともない知

識を獲得し，経験を深化させて行くこと，或は，

その過程で戦略的な意思決定の能力や，非定型の

判断力を高めて行くこと，経営構想力を獲得して

行くことなどの論点も主題的には議論されてこな

かった 13）．その結果，生じている分析上の袋小

路としてかかえる問題が，一方で企業特殊的な経

営資源の存在を強調することで企業や経営者を含

む人的資源の異質性を認めながら，他方で自社が

保有する経営資源の開発と利用を構想するはずの

主体については潜在的には同質性を仮定しつづけ

ているという矛盾である．

2. 4　未利用で潜在的な生産用役が引き出される

過程と企業家の役割

　資源アプローチに対して，ペンローズから継承

されてこなかった側面を簡単に検討しておこう．

　まずペンローズ理論の企業家像は 2 点の特徴

を持つ 14）．

①シュンペーターのように市場メカニズムから



― 50 ―

産業経営研究　第 29 号（2007）

超越したものとして企業家を捉えるのではな

く，市場メカニズムに内在的に，まさにそれ

を駆動するものとして企業家を捉えようとし

ている点．

②企業家の対外的機能（市場企業との相互作

用）と対内的機能（組織内部資源の編成作用）

とを統合するような視野が探られている点．

　以上の二つの位置づけをもとに，彼はイノベー

ションの源泉としての未利用で潜在的な生産用役

と，その発見，利用過程における媒介者としての

企業家の役割を重視しているのである．

　未利用資源とは何か．この問題を明確化する時

に補助線となるのが，ライベンシュタインのＸ非

効率性（X-inefficiency）の概念である 15）．X 非

効率とは，理論上達成可能と想定される企業経営

の最大効率と現実との差を意味する．現実には，

全く同じ条件でも企業には X 効率性の差異が存

在すると考えられる．伝統的な経済学が資源配分

の効率性（allocative efficiency）だけを問うのに

対し，ライベンシュタインは例えば公営企業や，

参入障壁の高い産業に属する企業など市場が競争

的でない時にしばしば観測される企業の費用水準

の上昇だけでなく，費用水準上昇の原因として，

経営者や従業員の非合理的行動，大組織での非能

率･管理組織の欠陥，或はモチベーションの低さ

などを考える．

　しかし，X 非効率を改善するということは，各

種の刺激誘因や内部統制のメカニズムによって個

人の動機を刺激し，努力水準を引き上げる，とい

うことだけを意味するのではない（言いかえれば

組織の側の要求水準と個人の側の実際の達成水準

の差として測定されるというだけではない）．む

しろ実際の職務の遂行に対する組織の側の評価と

個人の側の評価の差，或はその解釈のズレとして

意識されるものである 16）．

　それはさらに，個人と組織の間の評価の差異，

或は解釈のズレに対して，組織の側の視点にたっ

て自己の職務を遂行することを要求する．もちろ

ん，組織という主体が存在し，それが個人とは別

個にここの職務を評価し，解釈し，意味づける，

というわけではない．むしろ，組織の視点に立つ

ということは，企業を構成する個々人の全体の利

害，或は共通の利害といった視点を個人が抱きう

ることを意味している．或は，そのように表現さ

れる組織の全体性との関連において自己の職務を

了解し，他者の職務との間に意思疎通を図ること

を意味している．動機づけとはこのように，個人

の個別的な利害を刺激することだけではなく，組

織として表現される全体への関心を自己のものと

することを意味する．それはいわば組織人格とも

いうべき企業家の視点を動機づけることでもあ

る．

　言いかえれば，この枠組みでは個人の個別的な

利害がすべて改善されるがゆえに，全体としての

企業の効率性が改善されるわけではない．むしろ

個別的な利害の対立を含んでいてなおかつ，組織

全体の正解を改善するということが，組織に固有

な問題となる．これが組織にとっての X 効率性

である．そこには個人の個別的な動機とは別に，

組織それ自体に対する関心によって動機づけられ

た努力水準の向上がある．この組織全体に向けた

組織人格としての非人格的要因が，具体的にどの

ような現象となって現れるかが，組織にとっての

固有の問題領域となるのである．

　以上のライベンシュタインの議論を補助線とす

れば，未利用な生産用役が引き出されるプロセス

において，企業家の知識や経験にもとづく「直感」

や「想像力」まで含めた主観的な判断や認識，或

は経営チームの主体的な活動があってはじめて潜

在的な用役が顕在化する，というペンローズの議

論を，仲介人として企業家を捉える経済学の系譜

を繋げることが出来る 17）．

　まず企業組織にとって，生産的機会（produc-

tive opportunity）は，単に適応すべき外部環境

ではなく，未利用な生産用役の利用可能性とマー

ケッタビリティを構想することになる．そこでの

事業構想力次第で，企業は，同一の資源を保有し，

同一の需要条件に直面していても成長速度や方向
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性は，異なりうることになる．

　ペンローズが言うように，資源のもつ生産性

は，発見された用役との関係でしか評価できない

ため，利用できるという用役を発見・顕在化させ

たときに生産性が評価できるようになる．用役の

発見・顕在化には人間の知識や信念が必要であ

り，それから得られる生産性も，用役を発見・顕

在化させる主体の能力に依存する．また主体は，

企業の外部に存在する場合も想定できるし，意図

的にマイナスの用役性を作り出す（用役性が顕在

化しない手を打つ）こともできる．

　例えば，競合企業がすでに蓄積している内部資

源が無駄になったり，制約に転化してしまうよう

な事業展開を意図的に仕掛けることも競争戦略の

手段の一つとなる．このように経営資源の生産性

の不確定性，両義性に着目することで，中小企業

の経営資源の制約を動かしがたい宿命とする既成

概念に風穴を開けることができる．

　このように問題の構図を捉えなおした場合，例

えば，十分に活用可能な資産，資源を持ちながら，

それを遊休資産として放置している場合，そこで

欠如しているのは成長の機会ではなく，創意と手

腕によって市場を開発する経営構想力ということ

になる．

　以上，議論してきた経営資源の潜在的用役の多

様性と，それが人間の知識や信念によって発見・

顕在化されるという側面を考慮にいれると，保有

する経営資源の開発・利用を構想する主体につい

て同質性は仮定できないことになる．そうすれ

ば，企業者活動の存在を前景化することによっ

て，希少資源としての経営者技能を有するヒトと

いう資源の重要性があきらかになるわけである．

　ヒトについては，知識や能力といったヒトと切

り離せない情報資産を蓄積することが競争優位性

の源泉となる．つまり資源となるのはヒト一般で

はなく，あくまでも経営者の企画力や技術者の開

発力，従業員のノウハウなど組織特殊的な人的資

産なのであり，それを担う希少性のあるヒトだけ

なのである．

2. 5　ストーリーとしての戦略―成長戦略のコン

テクスト依存性

　次に時間展開の中で資源が蓄積・開発されて行

くような企業成長の軌道を検討する際に，特にそ

こでのストーリー性や，現象の秩序原理にそくし

たリアリティのある捉え方と分析が必要となる点

を確認したい．この点を看過しては，十分，的を

射た効果的な成果が得られないと考えられるから

である．

　周知のように，組織の情報処理活動として組織

認知を早くから理論的に分析してきたのはコン

ティンジェンシー理論である．このアプローチを

発展的に乗り越えるため，近年，組織における意

味決定（sensemaking）や共有する知識など，コ

ンテクスト（context）に関する理論の重要性が，

あらためて提起されている．日本の研究に着目す

るだけでも，例えば，コンティンジェンシー理論

を発展させた知識創造理論がある．その主要論者

である野中らは，企業の成員の中における共有知

識生成の局面，すなわちコンテクストの生成局面

に注目して，「暗黙知」から，「形式知」への変化

プロセスを論じている 18）．

　また組織認識論を唱える加護野も，組織におけ

る知識の利用と獲得の活動としての，「組織認識」

に着目し，情報処理モデルの限界として次の 4 点

を指摘している 19）．

①組織の意思決定に焦点があわされ選択に重点

が置かれていたために，知覚や理解などの認

識過程が軽視されていた．

②人間や組織を，それらが有する情報処理能力

には制約があるという前提を置きながらも，

あたかもコンピュータのような合理的存在と

して捉えていた．

③認識過程を，それをとりまく社会的コンテク

ストと分離して捉えていたために，組織の中

で共有されたものの見方，集団の不可視の圧

力，集団や組織の規範などの認識過程への影

響力を考慮していない．

④組織における状況認識や意思決定のパターン
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変化という動態的現象に十分に注意をはらっ

ていない．

　こうした情報処理モデルがもつ限界は，結局

は，近代組織論が組織におけるコンテクストの問

題に関心を示してこなかった点に起因するといえ

よう．ところがここ 15 年ほどの組織論において

は，認知やコンテクストといった要因こそが重要

であるという認識が広範に共有されるようにな

る．

　これは 1980 年代半ばまでの組織理論が，どち

らかというと安定環境下での官僚組織に準拠し

て，組織の情報処理メカニズム・モデルを構築し

てきたことへの反省といえる．しかし昨今の激変

する環境のもとにおかれている企業組織は，環境

情報の解釈枠組みを有効なものへと変化させるこ

とで，環境適応をはからなければ生存できない．

ある組織が行う情報解釈とは，その情報がある組

織にとって持つ意味，すなわちコンテクストを決

定することなのである．したがって，解釈の局面

に注目することが，近年の組織における情報処理

メカニズムを考える上で非常に重要な課題なので

ある．

　意味決定を重視するモデルでは，組織が共有

し，組織的意味決定にもちいる解釈枠組みは，フ

レームと呼ばれる．組織の共有フレームは，組織

認識の活動から構築される．加護野によれば組織

認識とは，「組織的な知識の利用と獲得過程」と

定義される．この組織認識は，二つの相互関連し

た活動によって構成されている．まず第一に知識

の利用過程である狭義の認識過程であり，第二

に，知識の獲得過程である学習活動或は知識発展

の過程である．つまり，組織認識枠組みは，組織

学習による知識の発展によって構築され，認識活

動の際に利用される知識構造であるといえる．

　意味決定を重視するモデルでは，組織現象にお

いて焦点化されるべきは，多様な価値や意味を

持った人々の相互作用を通じて合意を形成する過

程であり，それによって生まれる意味構造を分析

することである．

　意味決定を重視する目的を持った研究の中で一

つのプロブレマティークとなっているのが日常の

認知過程や実践的な協働活動における認知過程の

研究である 20）．これらの実践的認知研究は，認

知科学の歴史においてフレーム問題以来，焦点と

なってきたコンテクスト概念を焦点化し，その中

で従来の認知主義パラダイムの革新をはかる研究

方略と考えることが出来る．

　この枠組みから考えれば，認知主義は分散した

機能的なシステムや，より大きなシステムの活動

や性質を，個人の性質であると，或は心の内部で

の出来事であると，誤って捉えていることにな

る．認知主義的な認知科学や，発達心理学におい

ては，認知は，個人の頭の中の情報処理のプロセ

スとしてみなされる．その結果，学習は，個人の

頭の中に新たな知識構造やフレームができあがる

こととみなされる．一方，社会や文化や環境と

いったものは，もっぱら，そうした認知的なシス

テムに情報を入力したり，或は環境要因として頭

の中の認知的プロセスに影響を及ぼしたりするも

のとしてみなされる．

　実践的認知アプローチでは，「知ること」が，

その獲得と使用において物理的・社会的コンテク

ストに不可分に「状況的」なものであることを示

す．「知る」というプロセスは，物理的・社会的

コンテクストから分離抽出しようとすれば必ず不

可逆な変質を被るのである．知識を，脱コンテク

スト化・一般化し，あたかも機械の内部にすえる

ことが出来ると考えるような認知主義の「カテゴ

リーエラー」を回避するためには，知識の大部分

は，個人の内部ではなく，実践の場における多く

の人々の相互作用の中に存在していると考えるべ

きなのである．

　知識が頭や身体の外部にある状況に，そもそも

埋め込まれていること，知識が状況に分散してい

ること，状況（コンテクスト）を離れた知識を想

定することができないと捉えれば，一般性という

のは，しばしば抽象的表現や脱コンテクスト性と

関連付けられるものの，抽象的表現じたいが，手
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思考しかせずに，制約に縛られて行動することは

想定できない．そのため大きな制約からシステム

の将来を予測するような形の理論はほとんど有効

ではなくなる．

　現実には，時間的展開の中で不可逆に進行する

予期のプロセス（相互作用の中で他者を参照しな

がら自分の行動を決定するメカニズム）を通して

行為は選択されて連鎖していくために複雑系が生

じる．当初のシナリオがそのまま有効であるよう

な状況だけではなく，別のシナリオに切り替えた

り，或は，相互交渉の過程の中で当初のシナリオ

とは別のシナリオを開発することが必要となる．

　このような主体間の相互作用を含む複雑さの程

度の極めて高い現象は，解析的に解明することが

困難となってしまう．この状況においては，シス

テムの小さな変動を増幅して行くことでシステム

全体を動かす正のフィードバックの不安定なプロ

セスが生じる．小さな変動は，「原因」というよ

りも「きっかけ」でしかない．しかしシステムの

方向を決定づける．このような複雑系を生じる問

題に対応して「プログラム科学」が提案されるの

である．そこでは法則定立科学とは異なり，①個

別の状況に即して複数のプログラムの選択が可能

である．②現象の推移は，その状況に応じて選択

される．③初期値が同じであっても，その結果は

異なったものになりうる．

　以上の問題意識に基づけば，事例分析を通じ時

間展開とともにすすむメカニズムを具体的に記述

して行くという方法が，単なる個性記述ではなく

ストーリーとしての戦略，その展開を分析して行

くことに資する有力な方法になることが理解でき

るであろう．

3．ストーリーとしての戦略―大井川鐵道（株）

の事業革新―

3. 1　沿革と危機に陥った経緯

　2 での問題設定にもとづき，時間展開的な因果

メカニズムとストーリー性を重視した不均衡成長

近な状況に特定化されないかぎり意味をなさな

い．抽象的原理の形成や獲得も，それ自体が特殊

な状況での特殊な出来事と考えられる．

　以上，コンテクストが形成され展開されて行く

という物語性のある時間展開にそったプロセス

は，さしあたり事例として記述するほかない．し

かし，それは単に法則定立的（ideographic）か，

個性記述的（homothetic）か，という二分法なの

ではない．しばしば誤解されがちなこの点につい

て，簡単に確認しておく必要がある．

　吉田は，物理学や単純系（現象を基本的に決め

ている要因を確定し理解できる関係性）に対応す

る「法則定立科学」と区別して，生物学や複雑系

（多くの要因が関与し，相互作用性のある関係性）

に対応する「プログラム科学」を提唱する 21）．

前者は①法則とは，事象の推移について厳密な秩

序として機能する②現象が生起する初期値さえ決

まれば，あとの推移は決定される．③単純系（因

果が線形に連続し，決定論的構造と予測が可能で

あるようなシステム）において有効，という特徴

をもつ．

　社会現象は言うまでもなく，現実の物理現象の

多くを構成するのは複雑系である．しかし，これ

まで単純系で近似して分析することが定石となっ

てきたのである．しかし，この方法が現象にとっ

て有効な理解につながらないケース，すなわち別

途方法により複雑系としての精密な扱いが必要と

なる場合がある．しかも，イノベーションや企業

家活動，戦略的意思決定といったしばしば悪構造

を内包する現象の研究においては，この問題が顕

在化しやすい傾向がある（新旧オーストリア学派

の特異な手法や歴史的手法がこのテーマにおいて

盛んでありつづけることのひとつの理由である）．

　単純に，近代的個人像を前提とした集団を考え

て行くという枠組みや方法であれば，個人は自分

の行動を自分の要求や価値を追求するものに過ぎ

ない．しかし，個別の経済主体が自由度を高め，

それだけ複雑なふるまいをはじめると，これまで

のように与えられた条件の中で予測可能な程度の
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の過程を具体的に事例で検討しながら＜市場の見

える手＞たる企業家活動のプロセスとメカニズム

を解明する．

　大井川鐵道（以下，大鉄と略）は，静岡県中部，

大井川流域（金谷～千頭），沿線人口が 4 万人弱

という過疎地域に約 40 キロの路線を持つ地方小

民鉄会社である 22）．このような地域に鉄道が敷

設された背景には，大正期の鉄道建設ブームがあ

り，敷設の目的は大井川上流部・奥大井にあった

御料林の森林資源開発，木材輸送，旅客輸送，奥

大井の電源開発であった．この頃，電力戦国時代

と言われるほど電力会社の競争が激しく，各社が

競い合って電源開発をしており，大井川水系の開

発に目をつけたのである．そのような背景のもと

1925 年に静岡市，電力資本，帝室林野局，地元

資金による出資によって大鉄は設立された．

　戦後になって，宮内庁は鉄道経営から手を引

き，株式が一般公開され，電力会社との関係も

徐々に希薄化し，これまで収益性を考慮せずに運

営がなされてきた大鉄の状況が変化する．現在の

JR からの第三セクター転換鉄道と似た状況に追

い込まれたのである．しかも当社の場合，沿線は

過疎地帯であり，地元自治体も鉄道を維持・支援

して行くだけの体力をもたなかった．

　一方で，1961 年から電源開発にともなう奥大

井の開発が進み，南アルプス国立公園の指定や寸

又峡温泉・赤石温泉などの観光開発がなされた．

このような観光地化によって観光客が増加しはじ

めた．しかも現在にいたるまで沿線の道路整備は

かなり不十分なままであり，鉄道路線の役割は大

きかった．このため，地域の観光地化は，もとも

と産業鉄道を目的とし，その後，流域の川根地方

の生活路線の色彩を強めていた大鉄が，自らの事

業ドメインを観光（鉄道）業として位置づけなお

す契機となって行く変化の時期となった．また輸

送人員，金額ともに運輸実績のピークとなった

1960 年代後半までは，沿線住民の通勤通学の受

容も増えたため，貨物輸送よりも旅客輸送に輸送

体制の重点を置くようになった．まず観光鉄道化

として最初に行われたのは，南アルプス観光の足

として，国鉄からの乗り入れによる観光用の優等

列車が，静岡，浜松からの直通の定期列車として

設定された．

　こうした観光路線化の開始によって観光客は増

加したものの，1970 年前後には，すでに沿線の

過疎化が急激に進む傾向があらわれ，旅客・貨物

ともに輸送量が減少しはじめるようになった．そ

の背景には，モータリゼーションの進行，ダム建

設の終了による本来の事業目的の喪失があった．

さらにこの時期，相次ぐ水害に見舞われたため大

鉄は存続問題に発展するほど経営状態が悪化し

た．1972 年からは国の欠損補助金を受けとるよ

うになる（1980 年に打切り）．

3. 2　逆境を梃子にした成長戦略への転換をめぐ

るストーリー

　大鉄の経営再建が始まったのは，赤字に悩み，

存続問題に直面していた 1969 年の 11 月であっ

た．名古屋鉄道（以下，名鉄）の経営参加を仰ぎ，

10% の資本参加とともに民鉄の経営ノウハウを

導入することになった．名鉄は，土川元夫社長

（当時）のもと全国の私鉄に経営支援を行う動き

をみせていた．

　名鉄による経営再建には 2 本の柱があった．

一つは，車両を増備し，急行列車を設定するなど

ダイヤの改善を進め利便性を高める一方で，信号

装置や踏み切りなどの自動化，無人化，列車のワ

ンマン化などによる人員削減などの徹底した鉄道

事業の合理化を段階的に進めることである．もう

一つは，事業戦略家として鉄道技術者であった白

井昭が名鉄より大鉄に出向することであった．新

たな事業構想による大胆な事業戦略の転換の立役

者となる白井昭氏は，1948 年に名鉄に入社した

のち，後に新幹線車両に受け継がれることになっ

た先進的技術の結晶，名鉄パノラマカーや小田急

ロマンスカーなどの電動車両，後に新交通システ

ムに受け継がれる名鉄犬山遊園モノレールや東京

モノレールの開発に携わってきた企画室長であっ
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た．

　1969 年に大鉄に移った白井氏の行った事業創

造の過程を時間展開にしたがって確認して行くこ

とにしたい．この会社は，ローカルな鉄道事業の

会社として捉える限り，経営資源に絶望的なまで

に恵まれていない．彼の直面していた状況を要約

すると以下の 4 点になる．

①鉄道事業は，一部の大都市圏以外では衰退産

業でしかない．

②沿線の大井川流域地域は過疎化の激しい地域

であり，道路の整備が進みモータリゼーショ

ンが進んでいることなどから一般利用者数は

1960 年代半ば以降，減少の一途である．何

度も廃線が検討されてきたとおりである．

③最盛期には 350 人ほどいた従業員も 100 名

削減され，一方で新規採用もままならず高齢

化が進んでいる．

④政府の補助金も打ち切られ，保線以外に，設

備を更新する余裕などない状況が長く続いて

いた．単線で線路設備も老朽化しており，駅

舎なども木造の旧式なものである．

　このような出口のない状況に立たされた大鉄で

あったが，白井氏の事業構想は経営資源の再開発

を機軸とした事業再編成であった．それが経営資

源の生産性がはらむ両義性をうまく利用した事例

と考えられるのである．

　彼は，まず事業戦略の立て直しの定石どおり事

業の選択と集中を進めたが，鉄道事業の廃止とバ

ス転換という定石によるのではなく，鉄道事業を

中心にすえ再編成・集中を進めた．これは通常，

ローカル私鉄が鉄道事業を縮小・廃止し，バス部

門や観光事業などに多角化する方向性と全く逆を

はる決定といえる．360 キロあった自社バス路線

網は 20 キロまでに大幅に削減された．自社の経

営資源の固有性をあくまでも活かし，鉄道事業と

いう単一事業に特化することで発生する問題が，

非連続的変化へのレバレッジ・ポイントになり，

逆にポジティブな効果を生んだ．そこから大鉄の

事業創造が生まれることになる．鉄道事業を軸と

して，そこが新規事業を構想するための参照枠と

なって行ったのである．その過程について白井は

回想録でこう述べている．

　「経営でも個人でも，こう定めたからよいとし

た時から退歩が始まる．固定した哲学が出来たた

めに，世の中から取り残されたのは国鉄の組合を

はじめ，多々の例がある．鉄道でも昔から，新型

車両，新しい客車，路線が，次々と現れ，もては

やされたが，列車ダイヤ，車両など『最新』のも

のをこれで良いと考えたら，大きな誤りであり，

絶えず発想の転換を繰り返し実行すべきである．

今の時点では，鉄道は大戦でも起きない限り，だ

んだんとデラックスに，アイデア豊かなものにむ

かっていくだろう．さらに長期的には情報時代か

により輸送としての鉄道は縁，出会いのため，レ

ジャー，文化としての乗車が増える．とにかく

もっとも大切なことは，固定観念の打破であ

る．」23）

　このような方針のもと，深刻な経営危機に見舞

われていた大鉄は，自社のドメインを鉄道業か

ら，一種の観光サービス業へと転換する試みを始

めた．そして白井は，沿線人口の希薄な地域で鉄

道を運営する事業モデルを二つの先例に求めた．

一 つ が， イ ギ リ ス の 保 存 鉄 道（preservation 

railway）である．鉄道じたいが観光施設として，

或は産業遺産として意味を持つ事業活動である．

経営資源として再発見するような事業構想とは具

体的には以下のようなものである．

①他に類を見ないほど旧い時代の老朽化した鉄

道設備を保有していること，

②運転や保線などの技術者が高齢化し彼らのも

つ技術もまた時代遅れになっていること，

　これらは鉄道事業の枠内で考えているうちは解

決困難な制約にすぎない．しかし，この会社の事

業ドメインを観光業として捉え直したとたん，こ

れらのハンデとなる諸条件は，そのままで，独自

性の高い他社が持たないユニークな経営資源に転



― 56 ―

産業経営研究　第 29 号（2007）

化する．

　具体的には観光業として鉄道事業を再生する構

想では，その古さをプラスに読み替える逆転の発

想に基づき，いわば「動く鉄道博物館」としての

価値を作り出した．モノの古さを改善すべき弱点

ではなく，優位性を生み出す資源と見なすのであ

る．その価値転換の発想を，新事業の中核にすえ

るために，1976 年に国鉄で廃止されたばかりの

蒸気機関車（SL）を無償で一両譲り受け，中核

的な資源として動態保存することを決定した．そ

こには，「鉄道事業」ではなく，「鉄道技術の保全

を通じたヘリテージの保全事業」という事業ドメ

インの根本的な再定義（読み替え）がある．

　SL の動態保存による営業運転は，SL 全廃の時

点では，ひとり大鉄によって受け継がれ，その後，

運転を再開した国鉄，JR へと技術的にも受け継

がれた．現在にいたるまで，主に JR で SL の復

活運転が行われている北海道，東北，九州地区と

は異なり，東海地区は，早い時期から SL が消滅

した経緯から給水・給炭などの SL 運行に必要な

設備がほとんど残っておらず，市場となる大都市

圏に近いにもかかわらず長らく JR での SL 復活

運転は不可能であった（その後，北関東で秩父鉄

道，真岡鉄道にて運行）．しかし，大鉄では，経

営難による新規設備への投資がままならなかった

からこそ，この地区においては例外的に各種の

SL 関連設備や，それらの技能を有する職員をい

まだ遺産として所有していたのである．設備の老

朽化と職員の高齢化を逆手にとることで競争優位

性が生まれたのである．

　図 1 に示したように事業の再構成が効を奏し，

成長軌道に乗ることで，経営資源の再定義による

用役の開発・発見がステップ・バイ・ステップで

進められて行く．まず，

①新規雇用ができないために仕方なく年配社員

や国鉄退職後の再就職社員を多数抱えこんで

いた状況は，旧式の運転やメインテナンスの

ノウハウという希少な知識や能力を持つ人的

資源の蓄積と読み替えられた．

②当社が中部地区にあることじたいが資源とし

て発見された．後発のライバル JR では，SL

が最後まで残っていた地域にしか運行用設備

が残っていないため北海道や九州などのロー

カル線で運行されていた．首都圏や関西圏な

どの人口集中地域（真っ先に SL が廃止され

てしまった地区）から相対的に近く集客力が

高いことが優位性の源泉となったのである．

③沿線が過疎地域であることは，南アルプスに

繋がる大井川流域の景観美を生み出してい

る．それは車窓風景として捉えた時に再発見

された．しかもそこには費用の負担がなくて

も正の便益がもたらされる外部経済性があ

る．

　自社の事業の固有性を，より研ぎ澄ました形で

の事業構想と，その具体化においてはほとんど新

規の投資なしで，ただ鉄道事業を構成するヒトや

モノ（技術）の特徴を詳細に検討することで，そ

れを経営資源として再発見する過程であった．そ

して，それが経営再建を可能とする原動力となっ

た．成果は，すぐに営業成績や運賃収入に現れる．

奇跡的な黒字転換が達成され，それが基本的に現

在にいたるまで維持されている（図 2）．この劇

的な転換は，のちに国鉄の赤字問題に悩む高木国

鉄総裁を当社への視察に導いたほどであった．

　白井氏は，次にスイスの登山鉄道の事業経営に

着目し，スイスの観光鉄道に毎年職員を派遣し，

観光鉄道経営のノウハウの導入をはかった．その

経緯を以下のように語っている．

　「スイスは戦前，イギリス人の観光客で儲かっ

ていました．また，戦後はアメリカ人の観光客

で生計を立てていました．しかし 1970 年代に

なるとだんだんアメリカ人の姿がすくなくなっ

てきました．しかも来た人がお金をおとさなく

なり，これは大変だということになりました．

そこでこの次にお金があまるのは日本らしい

と・・そのへんのインスピレーションです

ね．」24）
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図 1．大井川鉄道 SL 列車利用客数の推移（1976-1997 年）

出所）大井川鐵道資料．

図 2．大井川鐵道の従業員数と大井川本線の営業係数（1965-1997 年）

（ただし営業係数は 1976 年以降について算出）

出所）国土交通省・運輸省鉄道局監修『鉄道統計年報』．運輸省地域交通局監修『民鉄統計年報』．運輸省鉄
道監督局監修『私鉄統計年報』．大井川鐵道資料により筆者作成．
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　営業収支は劇的に逆転し（早くも，SL 定期列

車の運行開始の翌年にはかろうじて黒字），その

後 1994 年を除き，黒字を維持している．運行当

初は年間の SL 列車利用客数は 5 万人程度であっ

たが，最高を記録した 1996 年には 25 万人にも

上っている．また当初は収益全体にしめる SL 事

業の割合は 8% 程度であったのが，現在は 40％

にも上るという．この過程で，全国から鉄道技術

上価値が高いと思われる老朽化した車両を収集

し，レストアしながら，営業運転に活かす試みを

続けてきた．例えば現在，全国で動態保存されて

いる SL21 両のうち 6 両が大鉄のもとにある．ま

た戦前型の旧式木造客車は，現存する 43 両のう

ち，19 両が大鉄のもとで管理・運用がなされて

いるのである．

　30 年間にわたる SL 動態保存による観光鉄道事

業の実績により，保存された SL の遺産価値は高

まる一方であり，他に類を見ない観光ビジネスに

とっての経営資源となっている．その名声は全国

に広がっており，そのことが，また新たなビジネ

スの形態を産み出すことを誘発することになっ

た．それが NPO やボランティア活動との連動に

よる新規事業の展開である．

　例えば，大鉄では，1987 年に日本ナショナル

トラストから受託して SL の買収修復を行った．

またその過程で，全国のべ 6,000 人から約 1,200
万円の寄付が寄せられた．最近のものとしては

2002 年の SL 買収修復プロジェクトの例がある

（表 1）．このような形態で市民の所有する SL と

客貨車の保守管理と保存運転を全面的に引き受け

ているのである．休暇期間や週末を利用した営業

運転も行っており，運転収入は，それらの費用に

充当される．

　またこれらの列車は募金だけでなく，運転前後

の社内清掃，簡単な整備，手動ドアの管理，乗客

案内，添乗などを会員が中心となるボランティ

ア，ならびに一般客むけの一種の参加型観光サー

ビスとして 4,000 円の料金を徴収して運営されて

いる．このような NPO 活動の場所と道具立てを

提供することで，これらの自律的な活動が盛り上

がる．さらに，そのことで，活動を間接的に支援

する事業活動じたいが，大鉄の収益性を高めてい

るのである（表 2）．

　大鉄の，このような新規事業の展開は，示唆に

富む．例えば，領域は全く異なっているものの，

いわば Linux と Turbo Linux 社などとの発展の

関係と相同の共生関係が生まれていると理解する

こ と が で き る． す な わ ち，Linux に お い て は

Linux 自体の改良が進むにつれ，オープンに蓄積

された OS としての情報をビジネスに利用し，ソ

フトウエア提供やシステム・サポート業務を提供

するディストリビューターと呼ばれる企業も現れ

てきた．つまり自発意思に基づくグループによる

活動（自律的な非営利的活動）とビジネス活動は，

どちらかが，どちらかを代替するもの，されるべ

きものではなく，両者の相互作用性をうまく活用

した事業構想によって共生的な関係を産み出すこ

とが出来る可能性を持つのである．

4．考察― 3 つのアプローチと論点

4. 1　集合財の市場

　本節では，大鉄の事例をもとに，若干の理論的

な考察を試論的に行っておく．

　大鉄の事業革新のユニークな点は，存亡の危機

にたたされた企業が，ヒト，カネ，モノ，技術な

どの条件が基本的には変らないにもかかわらず，

ただ企業家による新規事業の構想と，その構想と

の関連で既存の資源の未利用価値が発見されたこ

と，それがさらに新たな資源の蓄積・利用過程を

誘発・駆動して行ったところにある．

　鉄道事業の観光資源化によって，事業システム

を革新し，そのことによって，その本質的サービ

スをまったく違うものとして定義しなおす．その

ことによって，まったく異なる市場にもとづく事

業展開を構想できるようになる．同じ鉄道事業を

運営するということであっても，それを観光資源

として再発見することで，鉄道設備や職員の持つ

知識など，それが持つ潜在的用役が企業家により
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発見され，価値が新たに発見されて行った．

　SL は，定期列車に活用することを基本とした

うえで，老朽化した設備や駅舎の持ち味を生かし

ノスタルジックな列車旅行の体験を提供するサー

ビスとして再構成された．古さが価値となるよう

なあり方を探究する中で，保全することで時間が

たつにつれて価値を高める開発のメカニズムをつ

くりだす．その特徴は「ヘリテージ」（遺産）と

呼ばれる財・サービスとして捉えることができ

る．その点について着目した 25）．価値概念を拡

張しながら考察する．

　産業遺産事業の発展は，事業開発への投資が，

古い遺産の保全と同義となる特徴を持っている．

すなわち開発と保全というものが二律背反とはな

らないのである．

　ここで資源経済学における価値の概念を援用し

てみよう．そこでは，価値は，通常，われわれが

考えるような利用価値に加え，非利用価値（遺産

価値，存在価値）というものが考えられている．

鉄道事業というサービスを，大鉄のように「産業

遺産の保全･活用」サービスであると再定義しな

おしたとき，そこには，非利用価値が生まれると

考えられる．

　大鉄が創出した産業遺産の保全・活用を本質

サービスとした，一種の観光事業は，それを単に

鉄道事業として考えている時とは大きく異なる市

場の特性を持つ．そこには，非利用価値を生み出

すような非競合性，非排除性のある集合財の特性

表 1．プロジェクト募金呼びかけの一例

出所）大井川鐵道資料．
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表 2．ボランティアの募集の例（平成 13 年 8 月 25 日のトラストトレイン運行）

出所）大井川鐵道資料．
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が生まれる．一般に集合財の市場は，市場の失敗

を導くために，過少供給となる．

　ちょうど環境経済学で，珊瑚礁や天然林などの

定常性のある生命系を保全する活動が，価値を生

むのと同様である．このような性質をもつ活動を

サービスと考えた場合，その市場は，非競合性と，

非排除性がある．つまり集合財である．そのため

市場メカニズムは機能不全をおこし，供給される

サービスの量は，本来の最適供給量を実現できず

過少供給となる．しかし，逆にいえば，そこにま

だ実現していない顕在化を待つ潜在的市場が潜ん

でいるとも考えられる．

　しかし，それは単純な市場取引とは異なる方法

でしか実現しない交換であるため，媒介者や媒介

制度の設計を構想する必要がある．そう考えたと

き大鉄ではボランティアの活用や，SL の掃除や

運営を有料サービスとして事業化する逆転の発

想，取り組むべき事業の公募と募金などの方策が

試みられ成果を上げてきたことの意味が理解でき

る．

4. 2　逆行戦略による焦点化効果

　危機におちいった大鉄において事業戦略家とし

ての白井氏が最初にとった鉄道事業への集中とい

う舵取りは，時代の趨勢からみれば，大きく逆行

する方向性のようにみえる．しかし，後から見れ

ば，それこそが大鉄のその後のユニークな事業を

組み立てて行く経営資源の蓄積・利用メカニズム

の不動点となっている．その後の事業は，すべて

そこにある資源の潜在的用役や利用可能性を検討

して行くところから構想されているのである．

　白井氏の決断によって，組織の内部で人々の努

力の焦点が自然に，その事業構想の基本に沿うよ

うにしぼられて行く焦点化効果も生まれている．

いわば産業遺産の将来の価値をめぐる目利きとし

ての白井氏による「伝道」，或は意識変革者とし

ての活動が初期の事業革新では大きな意味を持っ

ている．

　一般に，中小企業は，規模のハンデゆえに，経

営資源の物理的制約は大きくなる傾向を一般的に

持つことは否定できない．中小企業にとってさま

ざまな市場の利益ポテンシャルを評価しながら渡

り歩くような投資活動は不可能に近いため，ポジ

ショニングを簡単に変更するという意味での戦略

的な機動力は望めない．

　特に大鉄の事例では自社の固有性のある資源

が，それ自体が産み出す制約によって成長が阻ま

れているとき，逆説的に，その開発・深耕によっ

て一見出口の見えない深刻な現状を突破する起動

力を生み出した．その過程は自社の中に新しい用

役の発見に基づいた経営資源を発見していくプロ

セスから始まる．市場の中で不利な競争を強いら

れている諸条件をポジティブに捉え返す逆転の論

理を効果的に利用しつつ，企業家の事業構想と，

いわば「伝道」による組織の意識変革プロセスを

通じて新しい市場が発見できたのである．そして

不利な諸条件じたいを部分的に組み替えながら利

益を生み出す新しい事業の仕組みがステップ・バ

イ・ステップで構築されてきた．このような企業

家的・イノベーター的活動もまた，中小企業に

とって一見迂遠な道に見えるものの実行可能性が

高く長期的に見て効果が高くなることを見積もれ

る処方箋を生み出すように思われる．

　また，さらに言えば，逆転による資源の用役性

を発見する過程では，資源上の制約条件が厳しく

解消しがたいほど，それをうまく経営資源に転化

できたときの独自性が高く，模倣困難な経営資源

とできる可能性が高い．いいかえれば「強み」を

作り出す要素と「弱み」を作り出す要素は，どこ

かでひとつながりになっている可能性がある．

4. 3　市場の限界的領域における事業構想力

　市場が機能不全をおこすような集合財の特性を

もつ市場が，大鉄のような企業によって一つの事

業機会になっていることを検討してきたが，その

点について，ややアプローチをかえてポランニー

（K. Polanyi）の枠組みを援用し修正を加えながら

企業家の事業構想力の論理について，試論的に検
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討しておこう．

　ポランニーは，「財の生産と分配の秩序が自己

調整的なメカニズム（すべての生産が市場での販

売を目的とされ，すべての所得がそのような販売

から生まれる）で行われている経済」について警

鐘を鳴らし，例えば，本源的生産要素である労働，

土地，貨幣の「擬制商品」化をとりあげる．市場

内の関係や市場メカニズムを前提として社会が編

成されて行く傾向を問題としたのである．しか

し，その市場を否定した社会主義においても，個

人的な行為（共同体，コミュニティー）としての

生産という観点はない．共同体における生産＝消

費の状態は，資本制―社会主義という対立軸の中

では理解されなくなって行ったと考えられる．

　非市場的な取引関係において，つまりコミュニ

ティにおける生産が本来守備範囲としてきた領域

は，企業の生産を補完することが多いが，他方で

企業による生産はなじまない領域も多い．例え

ば，教育，宗教，医療などを，狭い意味でのサー

ビス産業とだけ位置づけるのであれば，学校法

人，宗教法人，医療法人という諸制度が，企業と

は別に存在していることの意味を無視することに

なる．

　問題は，市場自体ではなく，むしろ市場に向か

ない生産を，社会の構成原理として軽視する考え

方にある．市場原理主義，コミュニティ原理主義

の主張に見られるような，どちらかがどちらかを

代替して支配的になっていく，或は，どちらかが

本源的と考えられてしまうことにあると思われ

る．

　ここでは紙幅の制約もあるため，事例との関連

で，市場交換の領域とコミュニティーの領域との

重合領域，いいかえれば市場の限界的領域につい

て考えておく（図 3 の斜線部分）．これら二つの

交換系について対比すると，市場は貨幣を媒介し

た交換であるため，貨幣表示された価値による等

価交換をその合意形成の原理としているのに対

し，コミュニティは，生活系，生命系，環境系な

どの非市場的交換，すなわち貨幣表示のなされな

い物々交換，いいかえれば贈与と互酬に基づく交

換ということができる．

　市場が貨幣の介在する取引の関係であり，コ

ミュニティが貨幣が介在しない取引の関係である

という問題は，財・サービスの生産・消費という

問題についても一つの問題を投げかける．　　　

例えば，消費を単なる財の購入と考える経済学の

消費概念を拡張し，財の用役がもたらす効用に

よって欲求を充足するプロセスと考える．そうす

図 3．三つの交換系・合意形成原理（筆者作成）
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れば，消費はコミュニティ内における自給自足，

自家生産と考えることができる．コミュニティ

（非市場）においては生産＝消費となるのである．

消費としての調理や家庭菜園が，自家消費のため

の自家生産でもあることを考えて見ればよい．い

わゆる生産活動は，貨幣を媒介した関係に基づく

生産活動のことを意味するわけである 26）．コミュ

ニティにおける活動は以下の 5 点の特徴をもつ . 

①貨幣を介在させる必要がないため利益を計上

する必要にせまられない．

②規模の経済性の獲得を目指す必要がないた

め，専門化，複雑化する必要がない．

③企業会計と異なりストックによって利益を測

定する必要がない．蓄積じたいは目的ではな

く，コミュニティにおける活動を維持し，そ

の質を向上させる関心からフローだけが重視

される．

④経済的誘因よりも，コミュニティの価値への

共感が参加への誘因となる傾向がある．

⑤人件費をゼロとできる（場合によっては参加

費を徴収できる）．

　大鉄の事業展開に見られたように上記のような

領域の存在を前提に，コミュニティの機能と役割

を促進する誘発・駆動する相互作用のインター

フェイスを構想・設計することが，逆に市場創造

をも誘発する．またその市場機会は，コミュニ

ティや国家など非市場的な交換の系に適合的な領

域の活性化の支援市場に加え，②非市場的な交換

の系に本来適合的であるにもかかわらず過剰市場

化されている領域，という領域の再市場化を可能

とするため，事業戦略も想定できる．

　前者の例は生業といわれるような領域である．

工業とは異なり，自然＝環境系の定常性が重要な

農業は，これまで基本的には生業として営まれて

きた．現在の交換における物質やエネルギーの循

環を点検しつつ，企業の生産性の高さと，生活系

に対して貢献することを両立させることが課題と

なる .

　後者の例は，環境ビジネスや，オーガニック食

品ビジネスなどを考えることができる . これまで

は，企業が家計や生業，或は非営利の諸活動の生

産機能を奪い，外部の生産者に生活を依存させる

ことで市場を拡大してきた．しかし，このような

代替によるビジネスチャンスの拡大は飽和してい

る．企業には，コミュニティの生産を補いコミュ

ニティとの役割分担を意識的に設計していく役割

がある．そこでイノベーションの連鎖反応（創発

特性）を組織するノウハウ開発が，新規事業構想

の焦点となる．紙幅の制約上，詳細の検討は他稿

に譲るとして，3 点の条件だけを完結に指摘して

おこう．

①コミュニティ活動の機能の維持，増進，生産

性向上に資するものへと製品・サービスのコ

ンセプトを変更し絞り込むことによってビジ

ネス・チャンスは拡大する．

②コミュニティ活動にとってどのような資本財

が必要であるかを研究・構想することが市場

を育む．

③家庭や生業などを含むコミュニティを交換の

主体として機能させることで企業と環境の間

接的な交換を可能とすること．それを実現す

るための構想と製品・サービスの提供が，市

場を創出する具体的な方策となる．

5．おわりに

　一般に企業家活動として光があてられがちなの

は，急成長する新産業などにおいて独立して事業

を興す起業家の活躍であろう．しかし本稿では，

衰退産業における地域の中小企業において，あく

まで組織に留まり，その責任を果たしながら変革

を引っ張る事業戦略家としての技術者に焦点をあ

てた．

　＜市場の見える手＞としての企業家活動が，危

機にある事業システムを組み替えながら革新を行

い，非連続な変化を生み出していく過程の詳細な

検討を通じて，その触媒的媒介のメカニズムが，

ストーリー性を持った逆説的過程であったことに

ついて試論的に検討してきた．それは企業の成長
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を導く競争戦略を考える際に，ただ単に資源や能

力にその源泉を還元するのでもなく，一方で，企

業家のリーダーシップや才覚，主体性に還元する

のでもない企業家活動と成長戦略をめぐる分析の

地平を切り開く研究プログラムに繋がっていくも

のでなければならないであろう．

　検討の結果，新規事業の構想力における 3 つ

の相互連関する問題の所在があきらかになった．

まず①逆境を梃子とする中小企業の成長戦略の可

能性と論理の固有性であり，その飛躍へのレバ

レッジ・ポイントにおける「市場の見える手」た

る企業家の役割である．また②梃子をきかせる過

程において効果的なのは，市場の限界的領域にお

いて，それら領域の活動を安易にビジネス化する

のではなく，むしろ市場化されない自律的領域の

活動を意図的に温存・誘発することである . この

ような支援体制をビジネス化する事業構想力によ

る間接的戦略メカニズムこそが有効性をもつので

ある．

（中央大学商学部助教授）

注

1） 関 連 す る 拙 文 献 を 参 照 の こ と． 砂 川（2002，

2005，2006）．

2） 「市場の見える手」という用語を使用したのは塩沢

（1990）が最初であると思われる .

3） Engeström（1987），加護野（1999）も近い見解と

考えられる．

4） このような方法的多元主義に基づく単一事例分析

の妥当性については既に複数の研究が検討してい

る．Glaser & Strauss（1967），Engeström（1987），

沼上（1995）．それらの共通の問題意識としては，

問題の輪郭が不分明な対象に有効（←→既存理論

の検証）．単一事例の解釈において，動員できる複

数の枠組みの説明力を比較検討しながら問題の分

析解像度を上げて行く研究のプロセスを提示する

方法である．

5） 経営戦略論を 4 つのパラダイム Teece, Pisano & 

Shuen（1997）．

 　競争優位性の源泉となる独占のレント派の，競

争圧力アプローチ（Porter），ゲーム理論（Shapiro）

と，リカードのレント派，資源ベース理論，ダイ

ナミック・ケイパビリティ理論に分類している．

6） Penrose（1959）や Chandler（1977）．

7） Oliver（1997），Barney（2001）．

8） この様なレントを生む要因は，不確実な模倣可能

性（uncertain imitability） に あ る．Lippman & 

Rumelt （1982）.

 　不確実性は，初期異質性を作り出すと同時に，

模倣による同質化の進行も妨げる．すなわち競争

によって価格が均衡した場合であっても，そのも

とでは多様な効率の企業が存在している．

 　レントの持続性について，それを産み出すメカ

ニ ズ ム を， 隔 離 メ カ ニ ズ ム（isolating 

mechanisms）と呼び，それが，ある企業の保有す

る資源の模倣や代替を困難にしている Rumelt 

（1984），高橋・新宅（2002）或はノウハウや専門

化した分割不可能な資源が持つ市場取引の困難さ

から考える．Teece（1980）， Penrose（1959）．

 　複数の製品の生産が同じ占有（proprietary）ノ

ウハウ・ベースに依存し，複数の製品の生産に共

通のインプットとして専門化しかつ分割不可能な

資産がある時，両者の共同くりかえし（recurrent）

使用に依拠していれば，多角化は経済活動を組織

化するには効率的な方法となる．

9） Peteraf（1993）．

 同様のことをBarney （1997）のVRIOフレームワー

クでは，資源の価値（value），希少性（rareness），

模倣可能性（imitabilities），組織（organization）

として概念化している．

 　また Dierickx & Cool （1989a, 1989b）は，模倣

可能性と蓄積過程の特性との関係として．時間圧

縮の不経済 (time compression diseconomies)，マ

ス 効 率 性（mass efficiencies ）， 相 互 連 結 性

（interconnectedness），腐食（erosion），因果関係

のあいまい性（causal ambiguity）．

10） Teece et al.（1997），Zollo & Winter（2002）．

11） Nonaka & Takeuchi（1995），Spender（1996）．
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12） 中村・岡田・澤田（2006）．

13） Hirshuman（1958），Itami & Roehl（1991），伊丹・

軽部（2004）など．

14） その要点は，市場の限界と企業家用役，経営的制

約の可変性，企業内資源と生産的機会の三点にあ

る Penrose（1959），砂川（2002），池本（2004），

伊丹・軽部（2004），高橋・新宅（2002），高橋

（2005）．

15） Leibenstein（1978, 1987）．

16） 佐伯・間宮・宮本（1990），砂川（2004）．

17） 媒介者としての企業家像は，Marshall（1890），

Menger（1871），池本（2005）を参照のこと．

18） Nonaka & Takeuchi (1995). 

19） 加護野（1988）．

20） Lave & Wenger (1991), Lave (1988), 田 辺・ 松 田

（2002）など．

21） 吉田（1999）．

22） 電力会社によって運営がなされている井川線を除

く．

 　なお筆者は，本稿の視角とは異なった論点に基

づき，当社の詳細な事例分析を既に発表している

ので，詳細は砂川（2002）を参照されたい．

23） 鉄道友の会名古屋支部（1984） ．

24） 名古屋工業大学鉄道研究会（2002）．筆者による白

井昭氏へのインタビュー，2002 年 2 月 7 日．

25） この問題については，砂川（2002）で詳細に検討

しているので参照のこと．

26） この点について経営学との接点で考察しているも

のとして日置（1994）．
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